
法曹養成制度改革連絡協議会（第３回）議事概要 

１ 日 時 平成２８年３月１８日（金）１４：００～１６：３５ 

 

２ 場 所 法務省第１会議室（２０階） 

 

３ 出席者 

 ○ 法務省大臣官房司法法制部   

萩本修司法法制部長，西山卓爾司法法制課長，鈴木昭洋司法法制部参事官， 

松本朗司法法制部付兼官房付 

○ 文部科学省   

義本博司大臣官房審議官（高等教育局担当），北山浩士高等教育局専門教育課長， 

塩田剛志高等教育局専門教育課専門職大学院室長 

○ 最高裁判所 

門田友昌事務総局審議官，森健二事務総局総務局参事官 

○ 日本弁護士連合会 

鈴木克昌副会長，吉岡毅事務次長，道あゆみ事務次長 

 ○ 内閣官房副長官補室 

    平光信隆内閣参事官 

 ○ 内閣官房内閣人事局 

    徳満純一企画官，麻山晃邦企画調整官 

 ○ 人事院 

    池本武広人材局企画課長 

 ○ 総務省 

    東善博自治行政局公務員部公務員課長補佐 

 ○ 厚生労働省 

    田中健太郎社会・援護局総務課長補佐，曽根直樹障害部障害福祉課専門官 

    高橋都子老健局振興課地域包括ケア推進官 

 ○ 消費者庁 

    加納克利消費者制度課長 

 ○ 全国知事会 

    角田秀夫調査第一部長 

 ○ 全国市長会 

    乾隆朗行政部長 

 ○ 全国町村会 

    河野功副部長，大田裕章総務部法務支援室長 

 ○ 東京都町田市 

    浦田博之総務部法制課長 

 ○ 日本司法支援センター 

    菅沼友子第一事業部長兼情報提供課長 



 ○ 日本経済団体連合会 

    三ツ石將嗣経済基盤本部主幹 

 ○ 経済同友会 

    中島美砂子企画部長 

 ○ 経営法友会 

    井上由理幹事 

 ○ 日本組織内弁護士協会 

    木内秀行理事 

○ 法科大学院協会 

大貫裕之専務理事，松下淳一事務局長 

 

４ 議事概要 

（１） 国・自治体・福祉等の分野における法曹有資格者の活動領域の拡大に向けた取組の

状況について 

  ア 取組状況等の報告 

○ 法務省から，本協議会の趣旨等について説明がされた後，資料６に基づいて，国の

行政機関等における法曹有資格者の採用状況についての調査結果の報告がされた。 

○ 最高裁判所から，資料７に基づいて，第６９期司法修習における選択型実務修習の

内容充実の取組に関する状況の報告がされた。 

○ 日本弁護士連合会から，資料１０及び１１に基づいて，国・自治体・福祉等の分野

における弁護士等の活動領域の拡大に関する取組の状況について報告がされた。 

○ 消費者庁消費者制度課長加納克利氏から，国の機関における法曹有資格者の活用の

状況，消費者庁の取組，法曹有資格者に求められる資質等について報告がされた。 

○ 全国町村会総務部法務支援室長大田裕章氏から資料８に基づいて，東京都町田市総

務部法制課長浦田博之氏から資料９に基づいて，それぞれ自治体における弁護士を

活用することのニーズとその有用性について報告がされた。 

○ 法科大学院協会から，法科大学院修了者の採用の推進に向けた取組について報告が

された。 

イ 今後の取組に向けた意見交換 

○ アの報告を踏まえ，①国の機関における弁護士任用の実情についての更なる調査の

必要性，②法務区分による採用が少ない理由，③自治体における弁護士採用の拡大の

可能性，④弁護士の活用に関する自治体への情報提供の在り方，⑤福祉の分野におけ

る弁護士活用の必要性等について意見交換がされた。 

（２） 企業の分野における法曹有資格者の活動領域の拡大に向けた取組の状況について 

  ア 取組状況等の報告 

○ 日本弁護士連合会から，資料１０に基づいて，企業の分野における弁護士の活動領

域の拡大に関する取組の状況について報告がされた。 

○ 最高裁判所から，資料７に基づいて，第６９期司法修習における選択型実務修習の

内容充実の取組に関する状況の報告がされた。 

○ 経営法友会から，企業の法務部の状況や企業内弁護士活用の実態等について報告が



された。 

イ 今後の取組に向けた意見交換 

○ アの報告を踏まえ，①戦略法務の実現やコンプライアンス強化の観点からの企業内

弁護士の有用性，②地方における企業内弁護士採用の拡大の可能性及びその方策，

③企業のグローバル化をも意識した企業内弁護士に求められる素養や知識及びその

涵養・習得の方策，④企業内弁護士のキャリアプランの選択肢を広げる必要性等に

ついて意見交換がされた。 

（３） 海外展開の分野における法曹有資格者の活動領域の拡大に向けた取組の状況につい

て 

○ 内閣官房から，資料１２及び１３に基づいて，国際法務に係る日本企業支援等に関

する関係省庁等連絡会議における議論の状況や今後の取組について報告がされた。 

○ 日本弁護士連合会から，資料１０に基づいて，海外展開の分野における弁護士の活

動領域の拡大に関する取組の状況について報告がされた。 


